
 
 
 
 
 
 

令和６年度鋸南町一般会計補正予算（第２号） 
 
 
 
 

鋸 南 町 



－ １ － 
 

令 和 ６年 度 鋸 南 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （第 ２号 ） 
 
 令和６年度鋸南町一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２１６，４９１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４，６７６，０４０千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入 

  歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の廃止及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

    

 

  令和６年９月３日提出 

鋸南町長 白 石 治 和 



歳　入 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

11. 地方交付税 2,090,000 158,657 2,248,657

 1. 地方交付税 2,090,000 158,657 2,248,657

15. 国庫支出金 272,207 31,336 303,543

 1. 国庫負担金 168,284 13,154 181,438

 2. 国庫補助金 102,070 18,182 120,252

16. 県支出金 242,134 7,385 249,519

 1. 県負担金 128,950 3,607 132,557

 2. 県補助金 90,556 3,778 94,334

18. 寄付金 39,950 500 40,450

 1. 寄付金 39,950 500 40,450

19. 繰入金 380,631 △143,757 226,874

 1. 特別会計繰入金 1 9,414 9,415

 2. 基金繰入金 380,630 △153,171 227,459

20. 繰越金 100,000 174,010 274,010

 1. 繰越金 100,000 174,010 274,010

21. 諸収入 143,419 90 143,509

 3. 雑入 134,880 90 134,970

22. 町債 207,900 △11,730 196,170

 1. 町債 207,900 △11,730 196,170

　　　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 4,459,549 216,491 4,676,040

款 項

第 １ 表 　 歳 入 歳 出 予 算 補 正
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歳　出 （単位　千円）

補正前の額 補正額 計

 1. 議会費 65,605 △2,609 62,996 

 1. 議会費 65,605 △2,609 62,996 

 2. 総務費 855,522 32,301 887,823 

 1. 総務管理費 703,228 28,452 731,680 

 2. 徴税費 79,652 3,272 82,924 

 3. 戸籍住民基本台帳費 53,719 54 53,773 

 4. 選挙費 12,660 1,119 13,779 

 5. 統計調査費 5,733 △596 5,137 

 3. 民生費 1,193,831 53,350 1,247,181 

 1. 社会福祉費 965,336 42,694 1,008,030 

 2. 児童福祉費 228,494 10,656 239,150 

 4. 衛生費 577,304 △17,787 559,517 

 1. 保健衛生費 259,711 △17,787 241,924 

 5. 農林水産業費 233,256 7,106 240,362 

 1. 農業費 150,812 306 151,118 

 3. 水産業費 76,407 6,800 83,207 

 6. 商工費 118,597 7,922 126,519 

 1. 商工費 118,597 7,922 126,519 

 7. 土木費 158,545 △3,888 154,657 

 1. 土木管理費 104,821 △4,394 100,427 

 2. 道路橋梁費 48,537 506 49,043 

 8. 消防費 42,616 861 43,477 

款 項



（単位　千円）

補正前の額 補正額 計

 1. 消防費 42,616 861 43,477 

 9. 教育費 637,273 2,230 639,503 

 2. 小学校費 37,414 530 37,944 

 3. 中学校費 182,903 2,266 185,169 

 4. 幼稚園費 44,799 △4,756 40,043 

 5. 社会教育費 131,293 3,542 134,835 

 6. 保健体育費 53,638 648 54,286 

12. 諸支出金 43,172 137,005 180,177 

 1. 基金費 43,172 137,005 180,177 

　　　　　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 4,459,549 216,491 4,676,040 

款 項
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（単位：千円）

款 項 金　　額

2.総務費 1.総務管理費 12,800

2.総務費 1.総務管理費 7,800

第　２　表　 　繰 　越 　明　 許　 費

事　　業　　名

総合計画策定事業

国土強靭化地域計画策定事業



（廃　止） （単位：千円）

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法

廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 事 業 14,500
普通貸付
又　　　は
証券発行

　   　 ５．０％以内
　（ただし、利率見直し
方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団
体金融機構資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては、
当該見直し後の利率）

　政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するものと
する。
　ただし、町財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは低利に借
換えすることができる。

－ －

（変　更） （単位：千円）

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法

臨 時 財 政 対 策 債 4,000
普通貸付
又　　　は
証券発行

　   　 ５．０％以内
　（ただし、利率見直し
方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団
体金融機構資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては、
当該見直し後の利率）

　政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するものと
する。
　ただし、町財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは低利に借
換えすることができる。

6,770
補正前に

同　　　じ

償還の方法

－ －

補正前に

同　　　じ

補正前に

同　　　じ

第　３　表　　地　方　債　補　正

起　債　の　目　的
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

利　率 償還の方法

起　債　の　目　的
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

利　率
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１．総　括
歳　入 （単位　千円）

　        　　　　　　   款 補正前の額 補正額 計 構成比％

11. 地方交付税 2,090,000 158,657 2,248,657 48.1 

15. 国庫支出金 272,207 31,336 303,543 6.5 

16. 県支出金 242,134 7,385 249,519 5.4 

18. 寄付金 39,950 500 40,450 0.9 

19. 繰入金 380,631 △143,757 236,874 5.1 

20. 繰越金 100,000 174,010 274,010 5.9 

21. 諸収入 143,419 90 143,509 3.1 

22. 町債 207,900 △11,730 196,170 4.2 

     歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 4,459,549 216,491 4,676,040 100.0 

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書



歳　出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1. 議会費 65,605 △2,609 62,996 △2,609 1.4 

 2. 総務費 855,522 32,301 887,823 200 32,101 19.0 

 3. 民生費 1,193,831 53,350 1,247,181 34,943 18,407 26.7 

 4. 衛生費 577,304 △17,787 559,517 △14,500 △3,287 12.0 

 5. 農林水産業費 233,256 7,106 240,362 3,708 3,398 5.2 

 6. 商工費 118,597 7,922 126,519 300 7,622 2.8 

 7. 土木費 158,545 △3,888 154,657 △3,888 3.4 

 8. 消防費 42,616 861 43,477 861 1.0 

 9. 教育費 637,273 2,230 639,503 70 2,160 13.7 

12. 諸支出金 43,172 137,005 180,177 137,005 3.9 

歳     出     合     計 4,459,549 216,491 4,676,040 38,721 △14,500 500 191,770 100.0 

補正額の財源内訳

特      定      財      源補正前の額 補正額 計
一 般 財 源

構成比％款
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２．歳　入

(款) 11.地方交付税 (項)  1.地方交付税 （単位　千円）

金　　額

 1.地方交付税 2,090,000 158,657 2,248,657  1. 地方交付税 158,657 普通交付税 158,657

　　　 計 2,090,000 158,657 2,248,657

(款) 15.国庫支出金 (項)  1.国庫負担金

 1.民生費国庫負担金 168,284 13,154 181,438  1. 社会福祉費負担金 8,403 低所得者介護保険料軽減負担金 8,403

 2. 児童福祉費負担金 4,751 児童手当負担金 4,751

　　　 計 168,284 13,154 181,438

(款) 15.国庫支出金 (項)  2.国庫補助金

 5.総務費国庫補助金 26,676 18,182 44,858  1. 総務費補助金 18,182 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金 18,182

　　　 計 102,070 18,182 120,252

(款) 16.県支出金 (項)  1.県負担金

 1.民生費県負担金 126,918 3,607 130,525  1. 社会福祉費負担金 4,201 低所得者介護保険料軽減負担金 4,201

 2. 児童福祉費負担金 △594 児童手当負担金 △594

　　　 計 128,950 3,607 132,557

(款) 16.県支出金 (項)  2.県補助金

 4.農林水産業費県補助金 50,878 3,708 54,586  1. 農業費補助金 308 新輝けちばの園芸産地整備支援事業補助

金 308

 2. 水産業費補助金 3,400 水産物供給基盤機能保全事業補助金 3,400

 5.教育費県補助金 1,844 70 1,914  2. 教育総務費補助金 70 心のバリアフリー教育推進事業補助金 70

　　　 計 90,556 3,778 94,334

(款) 18.寄付金 (項)  1.寄付金

 3.企業版ふるさと納税寄 0 500 500  1. 企業版ふるさと納 500 企業版ふるさと納税寄付金 500

付金 税寄付金

　　　 計 39,950 500 40,450

節

区　　　分
補正前の額 補  正  額 計 説　　　　　　　　　明目



(款) 19.繰入金 (項)  1.特別会計繰入金 （単位　千円）

金　　額

 1.特別会計繰入金 1 9,414 9,415  1. 特別会計繰入金 9,414 介護保険特別会計繰入金 9,414

　　　 計 1 9,414 9,415

(款) 19.繰入金 (項)  2.基金繰入金

 1.財政調整基金繰入金 347,413 △153,171 194,242  1. 財政調整基金繰入 △153,171 財政調整基金繰入金 △153,171

金

　　　 計 380,630 △153,171 227,459

(款) 20.繰越金 (項)  1.繰越金

 1.繰越金 100,000 174,010 274,010  1. 前年度繰越金 174,010 前年度繰越金 174,010

　　　 計 100,000 174,010 274,010

(款) 21.諸収入 (項)  3.雑入

 4.過年度収入 1 90 91  1. 過年度収入 90 千葉県子どものための教育・保育給付費

地方単独費用負担金 90

　　　 計 134,880 90 134,970

(款) 22.町債 (項)  1.町債

 1.臨時財政対策債 4,000 2,770 6,770  1. 臨時財政対策債 2,770 臨時財政対策債 2,770

 5.衛生債 14,500 △14,500 0  1. 廃棄物処理施設整 △14,500 中継処理施設整備事業債 △14,500

備事業債

　　　 計 207,900 △11,730 196,170

（歳入）地方交付税，国庫支出金，県支出金，寄付金，繰入金，繰越金，諸収入，町債

目 補正前の額 補  正  額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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３．歳　出

（款） 1.議会費 （項）  1.議会費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.議会費 65,605 △2,609 62,996 △2,609  2.給料 △1,820 職員 △1,820

 3.職員手 △408 職員期末勤勉手当 △766

当等 職員諸手当 358

 4.共済費 △381 職員共済組合負担金 △381

　計 65,605 △2,609 62,996 △2,609

（款） 2.総務費 （項）  1.総務管理費

 1.一般管理 290,735 6,931 297,666 6,931  2.給料 3,625 職員 3,625

費  3.職員手 2,312 職員期末勤勉手当 1,956

当等 職員諸手当 356

 4.共済費 994 職員共済組合負担金 994

 4.企画費 46,322 20,920 67,242 20,920  7.報償費 120 地域公共交通会議委員謝礼 120

12.委託料 20,600 後期基本計画・総合戦略策定

業務委託 12,800

国土強靭化地域計画策定業務

委託 7,800

18.負担金 200 通学支援助成金 200

補助及

び交付

金

 5.交通安全 746 216 962 216 10.需用費 216 消耗品費 216

対策費

 7.循環バス 22,548 165 22,713 165 10.需用費 165 修繕料 165

運行事業

費

 8.広報事務 16,354 220 16,574 200 20 12.委託料 220 情報発信研修業務委託 220

費

　計 703,228 28,452 731,680 200 28,252

補正前の額 特　　定　　財　　源

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

計目 説　　　　　　　　　明
金　　額区　　分

補  正  額



（款） 2.総務費 （項）  2.徴税費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.税務総務 42,999 3,272 46,271 3,272  2.給料 1,715 職員 1,715

費  3.職員手 1,091 職員期末勤勉手当 617

当等 職員諸手当 474

 4.共済費 466 職員共済組合負担金 466

　計 79,652 3,272 82,924 3,272

（款） 2.総務費 （項）  3.戸籍住民基本台帳費

 1.戸籍住民 53,719 54 53,773 54  2.給料 175 職員 175

基本台帳  3.職員手 △121 職員期末勤勉手当 △158

費 当等 職員諸手当 37

　計 53,719 54 53,773 54

（款） 2.総務費 （項）  4.選挙費

 1.選挙管理 5,950 1,119 7,069 1,119  2.給料 359 職員 359

委員会費  3.職員手 590 職員期末勤勉手当 204

当等 職員諸手当 386

 4.共済費 170 職員共済組合負担金 170

　計 12,660 1,119 13,779 1,119

（款） 2.総務費 （項）  5.統計調査費

 1.統計調査 4,398 △596 3,802 △596  2.給料 △218 職員 △218

総務費  3.職員手 △278 職員期末勤勉手当 △391

当等 職員諸手当 113

 4.共済費 △100 職員共済組合負担金 △100

　計 5,733 △596 5,137 △596

（歳出）議会費，総務費

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節
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（款） 3.民生費 （項）  1.社会福祉費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.社会福祉 136,570 35,984 172,554 17,712 18,272  2.給料 △331 職員 △331

総務費  3.職員手 240 職員諸手当 240

当等

11.役務費 15 口座振替手数料 15

18.負担金 36,060 住民税非課税世帯・均等割の

補助及 み課税世帯給付金 13,400

び交付 定額減税補足給付金 22,660

金

 2.保健福祉 86,965 △11,656 75,309 △11,656  2.給料 △6,737 職員 △6,737

総務費  3.職員手 △2,919 職員期末勤勉手当 △2,365

当等 職員諸手当 △554

 4.共済費 △2,000 職員共済組合負担金 △2,000

 4.老人福祉 22,129 479 22,608 479 10.需用費 479 修繕料 479

センター

費

 5.介護保険 218,711 17,840 236,551 12,604 5,236 22.償還金 766 低所得者介護保険料軽減負担

費 利子及 金返還金 766

び割引

料

27.繰出金 17,074 介護保険特別会計繰出金 17,074

 8.障害者自 250,964 47 251,011 47 12.委託料 47 地域活動支援センター事業委

立支援給 託 47

付費

　計 965,336 42,694 1,008,030 30,316 12,378

（款） 3.民生費 （項）  2.児童福祉費

 1.児童福祉 83,059 2,784 85,843 470 2,314  2.給料 1,811 職員 1,811

総務費

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節



（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 3.職員手 533 職員期末勤勉手当 283

当等 職員諸手当 250

 4.共済費 40 職員共済組合負担金 40

18.負担金 400 低所得子育て世帯給付金（Ｒ

補助及 ６分） 400

び交付

金

 2.児童措置 48,197 6,610 54,807 4,157 2,453 11.役務費 15 郵便料 15

費 19.扶助費 6,595 児童手当費 6,595

 3.保育園費 46,909 789 47,698 789 22.償還金 789 子どものための教育・保育給

利子及 付国庫交付金返還金 608

び割引 子どものための教育・保育給

料 付費県負担金返還金 181

 4.学童保育 33,019 473 33,492 473 11.役務費 4 電話料 4

費 17.備品購 469 学童保育備品 43

入費 エアコン 426

　計 228,494 10,656 239,150 4,627 6,029

（款） 4.衛生費 （項）  1.保健衛生費

 1.保健衛生 45,323 △3,794 41,529 △3,794  2.給料 △2,840 職員 △2,840

総務費  3.職員手 △288 職員期末勤勉手当 △985

当等 職員諸手当 697

 4.共済費 △666 職員共済組合負担金 △666

 2.予防費 50,848 2 50,850 2 26.公課費 2 自動車重量税 2

 3.環境衛生 67,842 △13,995 53,847 △14,500 505 18.負担金 △13,995 一般廃棄物処理施設整備事業

費 補助及 負担金 △13,995

び交付

金

（歳出）民生費，衛生費

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

　計 259,711 △17,787 241,924 △14,500 △3,287

（款） 5.農林水産業費 （項）  1.農業費

 2.農業総務 37,501 △3,513 33,988 △3,513  2.給料 △1,533 職員 △1,533

費  3.職員手 △1,465 職員期末勤勉手当 △1,045

当等 職員諸手当 △420

 4.共済費 △669 職員共済組合負担金 △669

11.役務費 154 郵便料 154

 4.園芸振興 929 410 1,339 308 102 18.負担金 410 産地整備支援事業補助金 410

費 補助及

び交付

金

 6.農地費 4,545 3,409 7,954 3,409 14.工事請 3,409 農地農業用施設修繕工事 3,409

負費

　計 150,812 306 151,118 308 △2

（款） 5.農林水産業費 （項）  3.水産業費

 5.漁港建設 7,300 6,800 14,100 3,400 3,400 14.工事請 6,800 水産物供給基盤機能保全事業

費（保田 負費 工事 6,800

漁港）

　計 76,407 6,800 83,207 3,400 3,400

（款） 6.商工費 （項）  1.商工費

 1.商工総務 33,943 6,299 40,242 6,299  2.給料 3,758 職員 3,758

費  3.職員手 1,800 職員期末勤勉手当 1,548

当等 職員諸手当 252

 4.共済費 741 職員共済組合負担金 741

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節



（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 3.観光費 49,590 402 49,992 402 15.原材料 400 補修原材料 400

費

26.公課費 2 自動車重量税 2

 4.道の駅推 10,759 1,221 11,980 200 1,021 12.委託料 1,221 観光物産センター改修設計業

進事業費 務委託 1,221

 5.都市交流 3,072 0 3,072 100 △100 　財源内訳補正

施設推進

事業費

　計 118,597 7,922 126,519 300 7,622

（款） 7.土木費 （項）  1.土木管理費

 1.土木総務 104,821 △4,394 100,427 △4,394  2.給料 △3,317 職員 △3,317

費  3.職員手 123 職員期末勤勉手当 △1,063

当等 職員諸手当 1,186

 4.共済費 △1,200 職員共済組合負担金 △1,200

　計 104,821 △4,394 100,427 △4,394

（款） 7.土木費 （項）  2.道路橋梁費

 2.道路維持 45,395 506 45,901 506 12.委託料 506 道路監視業務委託 506

費

　計 48,537 506 49,043 506

（款） 8.消防費 （項）  1.消防費

 1.非常備消 16,963 85 17,048 85 18.負担金 85 準中型自動車免許等取得補助

防費 補助及 金 85

び交付

金

（歳出）農林水産業費，農林水産業費，商工費，土木費，消防費

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節
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（単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 2.消防施設 25,653 776 26,429 776 10.需用費 776 修繕料 776

費

　計 42,616 861 43,477 861

（款） 9.教育費 （項）  2.小学校費

 1.学校管理 32,678 530 33,208 530  4.共済費 389 会計年度任用職員社会保険料 260

費 職員共済組合負担金（会計年

度任用職員） 129

10.需用費 121 消耗品費 121

11.役務費 20 消火器廃棄手数料 20

　計 37,414 530 37,944 530

（款） 9.教育費 （項）  3.中学校費

 1.学校管理 175,959 2,266 178,225 70 2,196  7.報償費 60 講師謝礼 60

費 10.需用費 1,943 消耗品費 10

修繕料 1,933

11.役務費 24 家電処理手数料 24

17.備品購 239 学校管理用備品 239

入費

　計 182,903 2,266 185,169 70 2,196

（款） 9.教育費 （項）  4.幼稚園費

 1.幼稚園費 44,799 △4,756 40,043 △4,756  2.給料 △2,984 職員 △2,984

 3.職員手 △948 職員期末勤勉手当 △748

当等 職員諸手当 △200

 4.共済費 △824 職員共済組合負担金 △824

　計 44,799 △4,756 40,043 △4,756

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節



（款） 9.教育費 （項）  5.社会教育費 （単位　千円）

一　　般

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 財　　源

 1.社会教育 39,024 3,302 42,326 3,302  2.給料 2,112 職員 2,112

総務費  3.職員手 1,190 職員期末勤勉手当 1,150

当等 職員諸手当 40

 2.公民館費 68,428 293 68,721 293  4.共済費 293 会計年度任用職員社会保険料 163

会計年度任用職員労災・雇用

保険料 15

職員共済組合負担金（会計年

度任用職員） 115

 3.民俗資料 22,255 △53 22,202 △53  2.給料 △86 職員 △86

館費  3.職員手 33 職員期末勤勉手当 33

当等

　計 131,293 3,542 134,835 3,542

（款） 9.教育費 （項）  6.保健体育費

 3.町民体育 45,072 648 45,720 648  1.報酬 446 会計年度任用職員報酬 446

施設費 14.工事請 202 救護室設置工事 202

負費

　計 53,638 648 54,286 648

（款）12.諸支出金 （項）  1.基金費

 1.財政調整 1 137,005 137,006 137,005 24.積立金 137,005 財政調整基金積立金 137,005

基金費

　計 43,172 137,005 180,177 137,005

（歳出）消防費，教育費，諸支出金

説　　　　　　　　　明特　　定　　財　　源
区　　分 金　　額

目 補正前の額 補  正  額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

- 18 -  



- 19 -

（単位：千円）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

2,824,607 3,157,422 213,400 277,839 3,092,983

（１） 総 務 1,265,352 1,461,933 45,600 128,151 1,379,382

（２） 衛 生 130,500 370,756 6,751 364,005

（３） 農 林 水 産 106,056 107,681 9,243 98,438

（４） 土 木 132,826 124,829 16,400 15,068 126,161

（５） 消 防 308,820 279,712 14,500 28,669 265,543

（６） 教 育 767,941 714,604 136,900 74,746 776,758

（７） 商 工 15,002 12,969 0 2,033 10,936

（８） 民 生 98,110 84,938 0 13,178 71,760

214,953 186,458 0 30,168 156,290

（１） 総 務 26,700 23,367 0 3,334 20,033

（２） 農 林 水 産 21,608 18,471 0 3,100 15,371

（３） 土 木 62,075 54,146 0 9,636 44,510

（４） 消 防 18,400 16,102 0 2,299 13,803

（５） 教 育 54,319 47,071 0 7,249 39,822

（６） 商 工 31,851 27,301 0 4,550 22,751

2,087,369 1,932,933 6,770 202,815 1,736,888

（１） 臨 時 財 政 対 策 債 1,651,769 1,497,333 6,770 166,913 1,337,190

（２） 歳 入 欠 か ん 等 債 435,600 435,600 0 35,902 399,698

5,126,929 5,276,813 220,170 510,822 4,986,161

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区       分
前々年度末
現 　在　 高

前 年 度 末
現　 在 　高

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込

１．　普　　通　　債

２．　災　害　復　旧　債

３．　そ　の　他

合　　　　計



２．一　　般　　職

（１）　総　　　括  （単位　千円）

職員数

（人）

補正後 92（93）

補正前 93（92）

比　較 △1（1）

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 時間外手当 児童手当 特殊勤務手当 宿日直手当 災害派遣手当

補正後 167,138 7,072 5,138 3,184 5,520 16,132 3,350 1,800 1,611

補正前 168,868 6,832 5,237 4,698 4,080 12,914 3,060 2,160 1,611

比　較 △ 1,730 240 △ 99 △ 1,514 1,440 3,218 290 △ 360

　ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数

（人）

補正後 92（5）

補正前 93（5）

比　較 △1（0）

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 時間外手当 児童手当 特殊勤務手当 宿日直手当 災害派遣手当

補正後 127,175 7,072 5,138 3,184 5,520 16,132 3,350 1,800 1,611

補正前 128,905 6,832 5,237 4,698 4,080 12,914 3,060 2,160 1,611

比　較 △ 1,730 240 △ 99 △ 1,514 1,440 3,218 290 △ 360

 （単位　千円）

 （単位　千円）

備　考

報　酬

△ 6,311 1,485 △ 4,380 △ 2,747 △ 7,127

　　　　注　（　）内は、再任用職員及び短時間勤務職員について外書きしたものである。

339,314 210,945 669,469 130,233

備　考

515,122 110,656

617,523

345,625 169,497

510,296 107,227

職 員 手 当

の 内 訳

△ 3,429 △ 8,255

　　　　注　（　）内は、再任用職員について外書きしたものである。

 （単位　千円）

169,497

1,485

170,982

報　酬

119,210

118,764

446

△ 6,311 1,485 △ 4,826

625,778

職員手当 計
合 計

339,314 170,982

職 員 手 当

の 内 訳

区　分
給　　　　与　　 　費

共 済 費
給　　　料

799,702

345,625 209,460 673,849 132,980 806,829

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　分 共 済 費 合 計
給　　　料 職員手当 計

給　　　　与　　 　費

給与費明細書中の再任用職員には、暫定再任用制度に基づき任用される職員を含む。

計

210,945

209,460

1,485

計
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　イ　会計年度任用職員

職員数

（人）

補正後 0（88）

補正前 0（87）

比　較 0（1）

（２）　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

区　分 増　　減　　額

　 報　酬 446

給　料 △ 6,311

職員手当 1,485

管理職手当・時間外手当の増による

職員数の減、育休・休職等の減による

 （単位　千円）

 （単位　千円）

 （単位　千円）

備　　　　　考

682

39,963

39,963

説　　　　　　　　　　明増　減　事　由　別　内　訳

446

その他の増減分

△ 6,311

1,485

給与改定等に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

158,727 22,324 181,051

159,173 23,006

備　考
報　酬 給　　　料 職員手当 計

給　　　　与　　 　費
共 済 費

446

の 内 訳

計

合 計

446

182,179

39,963

区　分

補正後

補正前

比　較

期末勤勉手当

39,963

39,963

その他の増減分 採用による

1,128

　　　　注　（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

区　分

119,210 39,963

118,764

職 員 手 当



（３）　給料及び職員手当の状況

  ア　職員１人当たりの給与

一　般　行　政　職 医　　療　　職　（一） 医　　療　　職　（二） 医　　療　　職　（三） 労　　　務　　　職

平均給料月額　（円） 287,082 450,850 265,400 353,300 293,200

平均給与月額　（円） 303,284 564,610 280,320 376,828 293,200

平 均 年 齢 　（歳） 40 29 39 57 59

平均給料月額　（円） 296,282 455,850 261,000 323,633 292,900

平均給与月額　（円） 312,291 599,170 275,920 353,046 292,900

平 均 年 齢 　（歳） 40 30 39 50 59

区　　　　　　　　　　分

令和６年８月１日現在

令和６年１月１日現在
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　ウ　級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

７級 8 8.9 - - - - - - - - - - - -

６級 8 8.9 - - - ６級 - - - - - - - -

５級 9 10.0 - - - ５級 - - ５級 - - - - -

令和６年８月１日現在 ４級 14 15.6 - - - ４級 - - ４級 2 66.7 - - -

９２人（５人） ３級 20 22.2 - - - ３級 - - ３級 - - - - -

２級 11 12.2 ２級 - - ２級 1 100.0 ２級 1 33.3 ２級 1 100.0

１級 20 22.2 １級 2 100.0 １級 - - １級 - - １級 - -

計 90 100.0 計 2 100.0 計 1 100.0 計 3 100.0 計 1 100.0

７級 8 9.8 - - - - - - - - - - - -

６級 5 6.1 - - - ６級 - - - - - - - -

５級 11 13.4 - - - ５級 - - ５級 - - - - -

令和６年１月１日現在 ４級 14 17.1 - - - ４級 - - ４級 1 33.3 - - -

８４人（５人） ３級 19 23.1 - - - ３級 - - ３級 - - - - -

２級 12 14.6 ２級 - - ２級 1 100.0 ２級 2 66.7 ２級 1 100.0

１級 13 15.9 １級 2 100.0 １級 - - １級 - - １級 - -

計 82 100.0 計 2 100.0 計 1 100.0 計 3 100.0 計 1 100.0

　　注　（　）内は、再任用職員について外書きしたものである。

一　　般　　行　　政　　職 労　　　　務　　　　職　　
区　　　　　　　分

医　　　療　　　職　（三）医　　　療　　　職　（一） 医　　　療　　　職　（二）



　キ　特殊勤務手当

全　　　職　　　種

―

区　　　　　　　　分

給料総額に対する比率（％）

代　表　的　な　職　種

医　療　職　（一） 医　療　職　（三）

16.6

代表的な特殊勤務手当の名称 　往診手当・手術手当・医務手当・研究手当・待機手当・防疫等作業手当

2.1 100
支給対象職員の比率  （％）

(令和６年８月１日現在）

―0.5
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